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平成27～28年4月 中山間地域等直接支払交付金実施要領等一部改正（制度の一部見直し）

平成11年1月 中山間地域等直接支払制度検討会設置（制度検討期間1月～8月）

平成11年8月 中山間地域等直接支払制度検討会

平成22～26年4月 中山間地域等直接支払交付金実施要領等一部改正（制度の一部見直し）

平成26年6月 農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律が施行（恒久的な制度へ）

平成11年7月 食料・農業・農村基本法公布・施行（多面的機能確保のための施策を講ずる規定）

平成16年3月 中山間地域等総合対策検討会(制度検討期間3月～8月）

平成16年8月 中山間地域等総合対策検討会報告（制度検証・課題整理）

平成17年4月 中山間地域等直接支払交付金実施要領等一部改正（制度の一部見直し）

平成12年3月 食料・農業・農村基本計画閣議決定

平成12年3月 中山間地域等総合対策検討会設置（年間2～3回検討会を開催）

制度の概要

平成10年9月 食料・農業・農村基本問題調査会答申（直接支払導入の提言）

２　制度導入の経過

１　制度の趣旨

　多面的機能の低下が懸念されている中山間地域等において、担い手の育成等による農業生産の維持

増進を通じ多面的機能を確保する観点から、国民の理解の下に、平地地域との生産条件の格差解消を図

るため、直接支払制度を実施した。

　平成２７年度からは、法令に基づき恒久的な制度として第４期対策を実施する。

平成12年4月 中山間地域等直接支払交付金実施要領の制定（制度発足）

平成10年12月 農政改革大綱（直接支払制度枠組提示）



　・特定農業法人

　・農業協同組合

５　対象者

　集落協定に基づき、５年間以上継続して農業生産活動などを行う者とする。

　・農業者（農業所得が札幌市の勤労者一人当たりの平均所得（483万円）を超える者は除く）

　・第３セクター

　・生産組織

・離島振興法

・急傾斜農用地（田1/20以上、畑等では15度以上）

対
象
地
域

対
象
農
用
地

・少区画、不正形の田

・緩傾斜農用地（田1/100以上1/20未満、畑等では8度以上15度未満）

・高齢化率が40％以上であり、かつ耕作放棄率が基準以上である集落に存する農地

・積算気温が著しく低く（5/15～10/5までの積算気温が2,300度未満）草地比率が70％以上の

草地比率の高い草地　　※別海町が該当

　自然的・経済的・社会的条件が不利な地域振興5法の指定地域

・特定農山村法

・山村振興法　　※別海町は昭和48年総理府告示第8号により指定

　中立的な第３者機関を設置し、実行状況の点検、政策評価、基準の見直しを実施する。

４　対象地域・対象農用地

３　制度の留意点

　本交付金について広く国民の理解を得るとともに明確な基準の下で透明性を確保する。

　耕作放棄地の発生を防止するため、国と地方公共団体が密接に連携し、実施する。

・過疎法

・半島振興法

一般基準



６　対象行為

　対象農用地において、次に例示する農業生産活動等を行う農業者等の間で集落協定を締結する。

農業生産活動等

（必須事項）

分　　類 具体的に取り組む行為

耕作放棄の
防止等の活動

　適正な農業生産活動による耕作放棄の防止
　耕作放棄地の復旧や畜産的利用
　高齢農家・離農者の農用地の賃借権設定
　法面保護・改修
　鳥獣被害の防止
　林地化等

多面的機能を増進する活動

（選択的必須事項）
国土保全機能
を高める取組
保健休養機能
を高める取組

　土壌流出に配慮した営農の実施
　農用地と一体となった周辺林地の管理等
　景観作物の作付　　　※別海町が選択
　市民農園・体験農園の設置
　棚田のオーナー制度
　グリーンツーリズム

水路・農道等の
管理活動

　適切な施設の管理・補修（泥上げ、草刈等）

10,500円
3,000円
1,500円

　一農業者当たりの受給額の上限は250万円（第3セクター・生産組織等には適用しない）

　農用地10a当たりの交付単価については下記のとおり。

７　交付単価

生態系の保全
に資する取組

　魚類・昆虫類の保護（ビオトープの確保）
　鳥類の餌場の確保
　組放的畜産
　環境保全に資する活動

区　　　分

急傾斜
緩傾斜
急傾斜
緩傾斜
急傾斜
緩傾斜

急傾斜

８　事業費の負担割合

1,000円
300円

備考

　※別海町が該当

交　付　単　価

21,000円
8,000円

11,500円
3,500円

地　目

田

畑

草地

採草放牧地

指定地域

特認地域

国　　費 都道府県費 市町村費 備考

※別海町が該当2分の1 4分の1 4分の1

3分の1 3分の1 3分の1

緩傾斜

草地比率の高い草地



実施状況の概要

１　集落名

　別海町集落は平成28年度現在、べつかいサブ集落、中春別サブ集落、西春別サブ集落、上春別サブ集落

計根別サブ集落、浜中酪農協議会で構成された集落で、平成12年から本交付金事業に取り組んでいる。

２　集落協定参加者数
（単位：人）

備　　考

755 662 7 86

うち農業者 うち生産組織 うち農業生産法人
協定参加者総数

雑排水処理施設建設事業 3,834,000 　整備戸数3戸　建設費の1/3助成

（単位：円）

エゾシカ有害駆除助成事業 6,393,043 　春駆除1,440頭　秋駆除1,200頭　

（単位：㎡・円）

取組活動名 執行額 活動内容・実績等

備　　考

601,105,713 901,658,569 665,045,150 236,613,419

うち共同取組活動分 うち個人配分分

３　交付対象農用地面積及び交付額

４　交付金の使用方法（主な共同取組活動内容）

対象農用地面積 交付額

新規就農者定住承継事業 3,000,000 　整備戸数3戸（新規就農者の農場環境整備）

ＢＶＤ－ＭＤ対策事業 30,714,168 　ワクチン46,636本（購入経費1/2助成）

河川周辺植林事業 1,633,800 　下草刈16ha 殺鼠剤散布27ha　

酪農ヘルパー組合助成事業 10,000,000 　各ヘルパー組合へ助成

公共牧場整備事業 2,289,924 　パドック整備・牛道補修

特定疾病自主淘汰推進奨励事業 8,051,000
　マイコプラズマ48頭　サルモネラ21頭
　（特定疾病による淘汰牛の評価額の一部助成）

福祉牛乳支援事業 20,368,107 　384,885個（福祉牛乳経費の一部助成）


